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プリンシパル　鈴木 信輝�

業務効率化を通じた組織能力の再構築�

（株）ローランド・ベルガー�

昨年来の経済危機の中、企業におけるコスト圧縮・効率化の取り組みには一層拍車がかかってきた。しかし、必ずしも想定
した効果が上がらなかったり、むしろ競争力を落してしまう事態も発生しているように見受けられる。これまでも幾度か扱わ
れてきたテーマではあるが、組織能力強化という観点からの業務効率化のあり方について検討してみたい。�

1．定型業務における効率化とその課題�
�
業務効率化は大きく、業務を定型・非定型に分けながら、そ
れぞれの効率化を検討されるアプローチが取られることが多い。
定型業務の効率化は大きく言えば、標準化⇒集約化⇒外部
化のステップで進む。これらは大規模なサプライチェーン業務
の再構築から、部署内の申請・承認業務に至るまで、特にITを
梃子としながら業務自体の効率化を進展してきた。�

　さらに業務自体の効率化に留まらず、スケールを活かした部
門・企業の垣根を越えた集約化やリソース自体を外部化する
動きが進展し、間接業務のシェアードサービスセンター（SSC）
化から、従来の基幹業務すら自社のノンコア業務として外部化
する段階に進みつつある。�
　特にグループ企業を多数抱える企業では、業務集約を個社
の垣根を越えて推進することで、これまでの効率化の取組み
規模を拡大しながら成果を上げている。�
　一方、こうした業務改革が直面する典型的な課題も依然と
して存在している。�

�
①他人事のまま進まない／定着しない�
　業務の見直しに現場が巻き込まれないまま、いざ実行の段
になって、固有事情が持ち込まれて改革が止まってしまう。強
引に業務を定めてツール導入しても、誰も使わない／使ったと
しても品質が低下する事態を招く。�
　ある大手メーカーでは2年のプロジェクト期間中に延べ1,000
回の膝詰議論を行い、関係者全員が納得し遂行できるプロセ
スに統一した。新たな業務へのオーナーシップ醸成に向けたア
プローチ・展開活動の有無は改革推進の最初にチェックすべ
き項目である。�
�
②モチベーションの低下�
　標準化を通じて、業務のムリ・ムラ・ムダを発見する土台がで
きる。本来はその土台を元に一層の低コスト・品質レベル向上
が期待されるが、実際には、低付加価値業務であるという意識
が残り、目標を達成できないばかりか、品質低下・コスト増大を
招くことも少なくない。�
　各社はモチベーション・アップのために人事施策・利益配賦
などの打ち手を展開している。�
�

�
�

③外部化による統治権の喪失�
　外部化した結果、業務がブラックボックス化してしまい、品質
をコントロールできなくなるリスクがある。生殺与奪を受託先に
握られてしまい、コストが膨らむばかりか、必要な機動力が削が
れてしまう。無論、外部サービスの活用自体を否定しているわ
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けではないが、サービス調達におけるマネジメント、プロセスの
巧拙には十分な配慮を行う必要がある（IT資産のリストラクチ
ャリングに関する視点55号も参照されたい）�
�
④創出余力の活用先の不在�
　創出効果の扱いは実は極めて難しい。通常、�
①刈り取り（人員数の削減・単価圧縮）�
②直接人員へ振り向け（間接部門から直接部門へ）�
③部門内他業務へ振り向け（高付加価値業務へ）�
の3点が典型的活用先に挙げられるのではないだろうか。�
　緊急事態として①刈り取りができればよいが、現実には、いざ
人員削減となると、二の足を踏んでしまうことが極めて多く、マ
ネジメント内でスケープゴート探しになってしまうこともある。�
　また、②・③のように、定型業務をしていた人材が全く経験の
ない業務へ配置換えすることは、体の良い肩たたきと受け取ら
れても仕方ない。新規事業に振り向けるともよく言われるが、実
現性の裏付けもない場合、同様の問題を抱えることになる。�
　最悪の場合、余力を丸抱えしたまま、職場が不活性化し、改
革前よりパフォーマンスが低下する羽目になる。創出余力の活
用は、効率化の先を見越した構想・痛みを伴いうる現実的な意
思決定が当然不可欠である。�
�
2．非定型業務の生産性向上とその課題�
�
　高付加価値業務を担うとされる非定型業務にも、定型業務
同様に生産性向上というテーマでプロジェクトは数多く存在し、
解決策を模索している。�
　特にITを梃子とした生産性向上プログラムは、古くはPC配布、
電子メールに始まり実に多種多様なツール導入が盛んに進め
られてきた。�
　しかし、こうしたツール導入のみで高い成果を上げたとは言
い難い。導入アプローチや改革のプロセスがやはり肝である。
実際、単に既存帳票の棚卸をし、使用頻度／共通化余地、と
いった基準で帳票を削減・統合するアプローチがよく取られるが、
結局仕事の仕方は変わらずに誰も使わなくなってしまうケース
は極めて多い。�
�
非定型業務の人材流動性の低さ�
　結局、非定型業務とはいえ、効率化の基本策は見えなかっ
た定型部分をあぶり出し、誰でもできる形にすることである。し
かし、非定型業務は属人的仕事の『見えない化』に陥りがちで

あり、むしろ自分だけのものにすることで立場を守ろうとする傾
向さえある。標準化は慣れ親しんだ仕事を明け渡すことも意味
するからである。�
　そのため、定型業務以上に現場の巻き込みが難しく、標準
化も進まない。こうした属人化する『仕事の仕方』が、人材流
動性を低下させ、リソースの最適配置によるパフォーマンス効
率化を阻んでいる要因である。�
�
いかに誰でもできるようにするか�
　業務と特定人材の紐付きを切り離すには、属人化を許さな
い組織作りが求められる。環境作りには4つの人事・組織に関
わる施策がまず検討されるべきだろう。�
　1つは、より多くの人材で実行できるような教育マテリアルと機
会の整備である。これは現状業務ノウハウの棚卸のみならず、
ノウハウが『組織』に蓄積するマテリアル整備・展開業務を仕
組みとして導入することも含む。�
　2つめは、権限委譲とローテーション活性化の組合せである。
新しい人材がハードルが高い仕事に能動的に取り組むには、
権限を含めたオーナーシップが前提である。そのうえで、任せる
側のマネジメント能力が求められる。�
　これらを期限までに職務を引き継ぐ強制力と共に機能させる
ことで、組織全体に緊張感を持たせていく。�
 　3つめは、OJTを含めた職場コミュニケーションの拡充である。
あらゆる階層において、日々 対話し、必ずしも形式化できないノ
ウハウを伝承する機会は、単なる教育を超え、組織の意図・意
志を受け継ぐプラットフォームとして機能していくことになる。�
　最後の4つめとして、こうした仕事の仕方を奨励・評価する『信
賞必罰』の評価報酬体系が組織のメッセージを個々人に明確
に伝えるツールとして機能する。�
　こうした業務プロセス自体とは一見関わらない領域の検討
が業務効率化を実現するには重要な要素となる。�
�
3．組織一体となった正のスパイラルの構築�
�
　一方、ハイパフォーマーは、自らの仕事をより別のリソースで
行えるように仕組み化したうえで、新たな重点領域を開拓する
役割が期待されることになる。�
　こうした一連の人材流動性を高めた効率化の実現が、原資
の獲得につながり、組織全体の能力を底上げするために活用
されることにつながっていく。�
�

図3．正のスパイラル：組織一体となった効率的オペレーション 

業務効率�化�を�含�む�新規業務�・�プ�
ロ�ェ�ク�ト�への配置�

優秀�なス�タ�ッ�フ�人�材�を�中心�に�、�
オ�ペ�レ�ー�シ�ョ�ン�現場へ�
リ�ソ�ー�ス�配分�

組織能力底上�げ�の�た�め�の�
仕組み造�り�（�標準化�・�ナ�レ�ッ�ジ�
開発�）�と�人材�ト�レ�ー�ニ�ン�グ�

コ�ス�ト�削減�

業務効率化の�
取組みによる原資�

優秀な人材の�
さらなる戦力化�

組織能力底上げ・�
再戦力化�

短期刈取り�

業務効率化を含む新規業務・�
プロジェクトへの配置�

優秀なスタッフ人材を中心に、�
オペレーション現場へ�
リソース配分�

組織能力底上げのための�
仕組み造り（標準化・ナレッジ�
開発）と人材トレーニング�

個々人の生産性向上・�
スキルアップのトレーニング/�
投資�

短期的人員コスト削減�

優秀な人材から順に既存業務�
から外し、新規・重点業務に�
リソース配置�

組織能力底上げによる人材�
再配置による柔軟性確保�

緊急対応の原資�
（残業圧縮、早期退職等）�

信賞必罰の徹底による�
人件費抑制�

危機下の業務効率化の�
担い手�
新たな成長余地の開拓�

特定人材なしでも廻る�
組織�
柔軟性による危機へ�
の対応余地の確保�

>

>

>

>

新たな成長の方向性�
／事業モデルの提示�
・実現�

足元の収益確保�
（断固たる刈り取りの遂行）�



人材再戦力化に目を向けているか�
　つまり、効率化と同時に人材を新たな成長の方向性に向け
て再戦力化する基盤を整えることが、局所的な業務効率化か
ら組織全体の能力を高めるためのカギであると言える。�
　しかし、実際の業務効率化プロジェクトの現場では、こうした
再戦力化は無視･軽視されやすく、メニューにすら上がらない
ことが極めて多い。�
　より本質的な体質改善に繋げるべく、ハイパフォーマーをコミ
ュニケーション、スキル伝承の担い手とすることは、大掛かりなツ
ール導入よりリスクも少ない。何より、スパイラルを回す原動力は
『人』の変化・成長の意欲そのものであることを今一度再確認
すべきではないだろうか。�
�
4．改革推進のポイント�
�
　こうした理解を踏まえ、具体的な業務効率化の推進に向けて、
最低限抑えるべき点を挙げておきたい。�
�

①現場のオーナーシップの醸成�
　改革の失敗の多くは、組織全体がきちんと巻き込まれないこ
とに起因する。�
　かなり前のデータだが、業務改革に取り組んだ企業の実に
70%近くが目的を達成できなかったとしており、理由のトップにも
コンセンサス形成不足が挙げられており、基本的な問題は今も
変わっていないと思われる。�
　徹底したトップダウン志向や危機感が染み付いている場合
を除き、濃密なコミュニケーションを通じた”自分の仕事としての
オーナーシップの醸成”なしに、単に計画とアクションプランを指
示し、”後はよろしく。進捗は管理します"では改革の完遂は難
しい。�
　コンセンサスを形成することは遠回りなようで、実は効果創出・
定着化の近道である。理解なくして共感はない。改革が“誰か
が何かをやっている””また何か面倒なことをいっている”程度
の認知レベルに留まってはいないだろうか。『我がこと』にすべ
く縦・横のコミュニケーションを駆使して何がメリットでデメリット
か改革完遂まで伝え続けねばならない。�
�
『縦串』で貫く�
　『他人事』を排し、現場とマネジメントをつなぐのは、現場に触
れながら、トップにも一定の訴求力を持つ『組織のハブ』となるミ
ドルである。�
　たとえば、大手流通業A社では大規模な業務改革において、
①背景にある戦略や意味の現場への落し込み、②教育の実施、
③現場の意見・知恵の反映、を行う部隊を立ち上げた。システ
ムを始めとする大規模な仕組みを導入し、業務・組織も一気に
変わるなか、人事などの従来組織のみでは、激変するオペレー
ションに追い付いているとは言い難かったからである。そして、
こうした体制を担ったのは店舗経験者など現場を理解できるミ
ドルの精鋭人材であった。�
　現場は独自の工夫を重ねてオペレーション効率化を図ってき
た。上から仕事の仕方を変えろ、と指示するだけでなく、影響力

あるミドルによるこうした改革を支える土台が必要になる。同様
の全社業務改革の成功例も、各社の違いこそあれ、そうした体
制・仕組みが存在しているに思われる。　�
　優秀なミドルの引き抜きには当然抵抗があるが、効率化を真
に成し遂げるには、先述のごとくハイパフォーマー自身による組
織能力強化のための人材再戦力化の機能が求められること
を改めて思い出していただきたい。�
　また、ミドル自身に改革への抵抗感が存在していることも多い。
トップによる働きかけや人事権発動も必要だが、何より理解を促
すコミュニケーションがポイントであることは変わらない。目に見
えた抵抗派のみならず、傍観者を巻き込まなければならない。�
�
『横串』で擦り合せる・学びあう�
　機能部／事業部などの基本的な組織構造に関わらず、部
門相互にそれぞれの取り組みや認識を深めることも忘れては
ならない。�
　間接部門であれば、相互の取組みによる共通の気付きも生
まれやすい。また、直接業務であれば、機能間の連携を深める
機会になる。この気付きや連携の対象は社内のみならず外部
パートナーに求めることもプラスに働く。�
　また、現実的には、個別の取組みが及ぼすオペレーションリ
スクを低減することは欠かせない。特に、大規模な構造改革を
伴う場合、外部プレイヤーから、顧客、資本家等に至るまで、ど
のようなインパクトが関係者に発生し、どのようなルールが必要
かを『横串』で精査する必要がある。�
�
②強い全社企画�
　危機的環境下では、二の足を踏んでいたドラスティックな変
化に踏み切らざるを得ない。昨今の生産機能縮小・譲渡や、流
通・販売網、グループ会社の統廃合から、外部との統合による
業界再編にいたるまで、極めて大きな決断を迫られる。�
　こうした抜本的再構築には、俯瞰的な目線での現状認識・
大局的な高度に戦略的決断が求められる。各現場担当部門
のみでの判断・実行は困難と言わざるを得ず、まさに全社企画
の存在価値が問われることになる。�
�
意欲を駆り立てる熱いメッセージ�
　不透明な環境下ほど、ビジネスプランは描きにくい。しかし、ス
パイラルを正しく回すには大きな方向性の提示は不可欠である。
『とにかくガマン』でも、危機的環境下では改革を進めることも
ある程度可能だろう。�
　しかし、真に効率化を達成するには、なぜ『仕事の仕方』を
変え、それによって何が変わるのかを、分かり易く、情熱を持っ
て提示しなくてはならない。まさにコミュニケーション以前の問題
であるといえる。�
�
冷徹な事実に基づく共通認識の形成�
　こうしたメッセージを腹に落す出発点は、当事者が同じ目線
に立つための現状認識を作ることである。�
　現状認識とは、社内外の冷徹な『数字』や『生の声』に基づ
いたものでなくてはならない。こうした現実を直視しないままでは、
関係者同士の空中戦に陥り、結局は時間切れで進まない／力
で押し切らざるをえなくなる。　�
　人のつながり・感情的なしがらみは、実際極めて重要だが、
現状認識の共有化はそうした現実的な議論・交渉へ駒を進め
る前提条件として認識されるべきである。�
　実際のプロジェクトでも、改革推進の会議などでは、常に全
員が同じ現状認識・課題資料を携え、そこに随時立ち戻りなが
ら議論を展開することは必須といってよい。�
　また、現場は自らが置かれた環境や状況について、情報も与
えられず、正確な理解のないまま疑心暗鬼に陥ってしまいがち
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